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  企 庁
（１）組 織 図

①  本 庁
 〒514－8570
 津市広明町１３番地

TEL 059-224-2822
FAX  059-224-3045

TEL 059-224-2829
FAX  059-224-3045

TEL 059-224-2833
FAX  059-224-3043

TEL 059-224-2835
FAX  059-224-3043

TEL 059-224-2824
FAX  059-224-3043

（２）職員配置表

  ① 本 庁     ② 事業所

公 営 企 業
管  理  者

企 業 庁 長

（平成30年4月1日現在）

予 算 管 理 班

総 務 班

企 画 班

事 業 管 理 班

資 産 管 理 班

機 電 管 理 班

事 業 経 営 班

工業 用水 道建 設班

企 業 総 務 課

財 務 管 理 課 経 理 班

水 道 事 業 課 事 業 経 営 班

水 道 建 設 班

事 業 経 営 班

工 業 用 水 道 事 業 課

電 気 事 業 課

職員数

18

12

13

9

9

61小 計

財 務 管 理 課

水 道 事 業 課

工業用水道事業課

電 気 事 業 課

区 分

企 業 総 務 課

職員数

64

25

17

7

11

区 分

南 勢 水 道 事 務 所

北 勢 水 道 事 務 所

中 勢 水 道 事 務 所

185

三重ごみ固形燃料発電所

小 計 124

水質管理情報センター

合 計
①＋②
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② 事業所

総 務 管 理 部

浄 水 部

機 電 課

機 電 課

水質管理情報センター

建 設 １ 課

大 里 浄 水 場

課営経所務事道水勢中

配 水 課

配 水 課

水 質 管 理 課

水 質 担 当

三重ごみ固形燃料発電所

配 水 運 営 部

北 勢 水 道 事 務 所

工 水 保 全 課

水 沢 浄 水 場

南 勢 水 道 事 務 所

建 設 ２ 課

水 道 保 全 課

機 電 課

経 営 課

施 設 整 備 部

浄 水 管 理 課

播 磨 浄 水 場

経 営 管 理 課

〒510-0075 四日市市安島2丁目7-15
TEL 059-351-1561

FAX  059-351-1566

〒511-0862 桑名市大字播磨字焼尾1798

TEL 0594-23-2041

FAX 0594-23-2040

〒514-0121 津市大里山室町1751
TEL 059-230-1842
FAX 059-230-1847

〒512-1105 四日市市水沢町字西野252-62

TEL 059-329-3236
FAX 059-329-3358

〒511-0125 桑名市多度町力尾
TEL 0594-32-3468

FAX  0594-32-3469

〒515-2504 津市一志町高野1996
TEL 059-295-0212

FAX  059-295-0213

〒515-2504 津市一志町高野1996
TEL 059-295-0200

FAX  059-295-0210

〒519-2181 多気郡多気町相可1710

TEL 0598-38-2497
FAX  0598-38-2946
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２ 予 等の概

（１）平成３０年度当初予算

① 予算編成の基本的な考え方

平成２９年３月に策定した「三重県企業庁経営計画（平成２９年度～平成３８年度）」（以下、「経

営計画」という。）は、「みえ県民力ビジョン」を着実に推進していくための企業庁としての実行計画

であり、「県民の日常生活や経済活動に欠くことのできない広域的なサービスを提供することで、県民

のくらしの安全・安心の確保や地域経済の発展に貢献する」という経営理念を実現するための経営方針

や取組をまとめたものです。 

平成３０年度当初予算については、引き続き、経営計画の取組を的確に進めていくことを基本におき、

水道・工業用水道事業では、将来、発生が予想される南海トラフ地震などの大規模地震に備えるととも

に、設備の老朽化に対応するため、耐震化や老朽化対策等を着実に実施します。 

また、電気事業では、三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定な運転を最優先に事業運営を行います。 

平成３０年度当初予算の事業別内訳 
（単位：千円）

年度
収益的収入

(A)
収益的支出

(B)
収益的収支差

(A)－(B)
純損益

（税抜き）
資本的収入

(C)
資本的支出

(D)
資本的収支差

(C)－(D)

29 9,484,568 9,194,353 290,215 39,860 1,030,928 6,225,540 △5,194,612

30 9,462,457 9,183,335 279,122 33,325 296,888 6,016,277 △5,719,389

増 減 △22,111 △11,018 △11,093 △6,535 △734,040 △209,263 △524,777

前年対比 99.8% 99.9% 96.2% 83.6% 28.8% 96.6% - 

29 6,056,114 5,843,679 212,435 34,983 3,407,759 7,305,083 △3,897,324

29 1,467,053 2,600,930 △1,133,877 △1,053,649 500,339 - 500,339 

30 1,359,543 2,649,104 △1,289,561 △1,202,186 - - - 

増 減 △107,510 48,174 △155,684 △148,537 △500,339 - △500,339

前年対比 92.7% 101.9% - - 皆 減 - 皆 減

29 17,007,735 17,638,962 △631,227 △978,806 4,939,026 13,530,623 △8,591,597

※平成29年度予算額は１号補正後予算額

増 減

前年対比

30

増 減

前年対比

30

195,206 24,681 4,337,724 8,518,800 

合

計

水

道

事

業

工
業
用
水
道
事
業

電

気

事

業

△4,181,076

127,697 144,926 △17,229 △10,302 929,965 1,213,717 △283,752

6,183,811 5,988,605 

14,535,077 △9,900,465

102.1% 102.5% 91.9% 70.6% 127.3% 116.6% 

△184,006 △165,374 △304,414 1,004,454 

- 

17,005,811 17,821,044 △815,233 △1,144,180 4,634,612 

△1,308,868

100.0% 101.0% - - 93.8% 107.4% - 

△1,924 182,082 

予
算
案
の
概
要
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② 主な重点事業

（ア）強靭な水道及び工業用水道の構築

予算額 10,606,868千円 

   大規模地震などによる被災を最小限にとどめられるよう、施設の耐震化を実施します。また、将来にわ

たり水道用水及び工業用水を安定して供給できる状態を維持するため老朽化対策等に取り組み、強靭な水

道及び工業用水道の構築をめざします。 

（イ）三重ごみ固形燃料発電所の安全・安定運転

予算額  2,351,209千円 

 ＲＤＦ製造団体などの関係者と連携し、ＲＤＦの品質管理の徹底を図るとともに、ＲＤＦ焼却・発電施 

設等の安全・安定な運転を行います。 
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３ 水道用水供給事業の概要 

（１）事業概要

≪営業関係≫

三重県の水道用水供給事業は、昭和４０年代前半からの県内産業の発展、都市化の進行等により

水需要が増加するなかで、個々の市町では水源開発が困難なことなどから、県で広域的に用水供給

事業を実施するよう関係市町から要請を受け、事業を開始しました。

現在、北中勢水道用水供給事業及び南勢志摩水道用水供給事業の２事業で営業を行い、給水能力

は５浄水場で日量４２９,３６６㎥となっており、県内の１８市町に水道用水を供給しています。 
平成２８年度の供給実績は、県全体の水道水需要量の約２８％に相当しています。 

また、施設の合理的・効率的運用を行うため、平成１３年４月から大里浄水場の運転監視を中勢

水道事務所から遠隔制御で行っています。さらに、平成１６年４月から播磨浄水場及び水沢浄水場

の運転監視を北勢水道事務所から遠隔制御で行っています。

（平成30年4月1日現在）

水 源
＜浄水場＞

計 画
目標年度

給水対象市町及び基本水量 (㎥／日)
給水能力
(㎥／日)

給水開始
年月日

工 期
事 業 費

(千円)

木曽川
用水系

木曽川
総合用水
(岩屋ダム)
＜播磨＞

昭和60年度

四日市市  36,200   朝日町  1,200
桑名市   24,300 川越町  5,800
鈴鹿市   10,000
木曽岬町   2,800

 計     80,300

80,300

(一部給水：
昭和52.3.28)
全部給水：
昭和54.4.1

 昭和46
～53年度

12,214,986

三  重
用水系

三重用水
＜水沢＞

平成12年度

四日市市  41,800
鈴鹿市   6,600
菰野町   2,600

計   51,000

51,000

(一部給水：
平成3.4.1)
全部給水：
平成8.4.1

昭和63
～平成7年度

11,555,000

長良川
水  系

長良川
(長良川河口堰)
＜播磨＞

平成37年度

四日市市  2,200   菰野町  700
桑名市  1,100 朝日町 1,000
鈴鹿市  2,200   川越町 1,400
亀山市    7,400
木曽岬町 2,000

 計  18,000

18,000

(一部給水：
平成13.4.1

平成21.7.1）
全部給水：
平成23.4.1

平成10
～36年度

執行済事業費
16,889,831
（全体計画）

（20,894,895）

雲出川
水  系

雲出川
(君ヶ野ダム)
＜高野＞

昭和60年度

津 市   76,916
松阪市  4,500

 計   81,416

81,416

創設：
昭和46.6.4
一次拡張：
昭和56.4.1

昭和43
～55年度

6,657,215

長良川
水  系

長良川
(長良川河口堰)
＜大里＞

平成37年度

津 市   50,500
松阪市  8,300

 計   58,800

58,800
全部給水：
平成10.4.1

平成5
～36年度

執行済事業費
37,402,859
(全体計画)

(68,442,605)

櫛田川
(蓮ダム)
＜多気＞

平成32年度

伊勢市   37,300   明和町  2,800
松阪市   61,000   大台町  1,700
鳥羽市   20,000 玉城町   500
志摩市 10,000   度会町   500
多気町   6,050

計   139,850

139,850

(一部給水：
昭和62.5.1)
全部給水：
平成27.4.1

昭和50
～平成7年度

(拡張)
平成23

～26年度

72,884,098

663,924町市81

※計画目標年度は、事業認可計画時において施設能力に見合う需要が発生すると見込んだ年度です。

事 業 名

北
中
勢
水
道
用
水
供
給
事
業

合 計

南勢志摩水道
用水供給事業

北

勢

系

中

勢

系

 

 

 

 

 

 

水
道
用
水
供
給
事
業
の
概
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≪建設関係≫ 

北中勢水道用水供給事業（長良川水系）は、水源を長良川（長良川河口堰）に求め、中勢地域２

市を対象に計画給水量８３,５８４㎥/日、北勢地域８市町を対象に計画給水量４７,６００㎥/日の

合計１３１,１８４㎥/日を供給するため、平成５年度から建設事業に着手し、平成１０年度から中

勢系の一部給水を開始し、平成 １３年度からは、北勢系の一部給水を開始しています。 

水需要の伸び悩みから平成２０年３月に事業計画の見直しを行い、中勢系５８,８００㎥/日、北

勢系１８,０００㎥/日の合計７６,８００㎥/日に規模を縮小しました。 

 現在、北伊勢工業用水道施設を暫定的に使用し取水を行っており、取水・導水施設の整備につい

ては、平成３２年度に着工し、平成３７年度に供用開始する計画（予定）としています。 

（２）水質

 水道水の水質に関する検査項目は、水道法に基づく「水質基準項目（５１項目）」及び「水質管理

目標設定項目(２６項目)」があります。三重県企業庁が供給している水道水は、水質基準を十分満

足しており、良好な水質を保っています。 

南勢水道事務所

播磨浄水場 水沢浄水場 高野浄水場 大里浄水場 多気浄水場

マンガン mg/l 0.01以下 0.001未満 0.001未満 0.001未満 0.001未満 0.001未満

アルミニウム mg/l 0.1以下 0.04 0.05 0.02 0.04 0.06

残留塩素 mg/l 1以下 0.7 0.5 0.7 0.7 0.7

ジェオスミン mg/l 0.00001以下 0.000003 0.000002 0.000002 0.000002 0.000001未満

2-メチルイソボルネオール mg/l 0.00001以下 0.000001未満 0.000001未満 0.000001未満 0.000001未満 0.000002

臭気強度（ＴＯＮ） 3以下 １未満 １未満 １未満 １未満 １未満

遊離炭酸 mg/l 20以下 1.3 1.5 2.5 1.9 1.0

有機物等（過マンガン酸
カリウム消費量）

mg/l 3以下 2.1 1.6 2.3 2.3 0.9

カルシウム､マグネシウム等
（硬度）

mg/l 10以上～100以下 23 41 35 23 37

蒸発残留物 mg/l 30以上～200以下 52 65 86 58 62

濁り 濁度 度 1以下 0.1未満 0.1未満 0.1未満 0.1未満 0.1未満

※１ より質の高い水をお届けするために定められた目標値です。（水質基準を補完する項目。平成１５年１０月厚生労働省健康局長通知）

※２ 水道法に基づく水質基準値です。

色・臭い・味覚等に関する項目（平成２９年度 浄水場出口・年平均）

目標値(※1)
北勢水道事務所 中勢水道事務所

味覚

臭い

色

項 目 単位

※2

※2

※2

※2
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（３）営業実績等の概況

① 使用水量等の推移

区   分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

使用水量    (㎥/年) 12,377,226 11,802,300 12,546,946 13,194,410 14,516,227

給水実績    (㎥/年) 12,377,226 11,802,300 12,546,946 13,194,410 14,516,227

給水能力    (㎥/日） 80,300 80,300 80,300 80,300 80,300

最大使用水量  (㎥/日) 59,963 56,280 57,427 47,591 49,203

平均使用水量  (㎥/日) 34,003 32,335 34,095 36,248 39,880

料金収入  (千円/年) 1,128,324 1,105,902 1,162,918 1,189,102 1,240,653

使用水量    (㎥/年) 12,310,126 12,354,473 12,428,906 12,316,548 12,340,896

給水実績    (㎥/年) 12,287,628 12,354,473 12,428,906 12,316,548 12,340,896

給水能力    (㎥/日） 51,000 51,000 51,000 51,000 51,000

最大使用水量  (㎥/日) 38,730 37,328 39,011 38,113 37,150

平均使用水量  (㎥/日) 33,819 33,848 33,774 33,837 33,904

料金収入  (千円/年) 2,273,255 2,274,984 1,555,332 1,526,865 1,527,815

使用水量    (㎥/年) 3,360,050 3,335,723 3,395,915 3,349,759 3,310,652

給水実績    (㎥/年) 3,131,107 3,097,414 3,128,672 3,062,068 3,054,304

給水能力    (㎥/日） 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000

最大使用水量  (㎥/日) 14,141 15,191 16,033 10,746 10,060

平均使用水量  (㎥/日) 9,231 9,139 9,228 9,203 9,095

料金収入  (千円/年) 700,873 699,925 647,924 644,313 642,787

使用水量    (㎥/年) 13,871,885 11,493,615 11,147,455 11,131,080 12,153,521

給水実績    (㎥/年) 13,871,885 11,493,615 11,147,455 11,131,080 12,153,521

給水能力   （㎥/日） 81,416 81,416 81,416 81,416 81,416

最大使用水量  (㎥/日) 56,318 41,519 48,073 42,164 51,924

平均使用水量  (㎥/日) 38,110 31,489 30,292 30,580 33,389

料金収入  (千円/年) 1,517,996 1,425,243 1,392,833 1,391,564 1,431,439

使用水量    (㎥/年) 10,701,600 10,731,000 10,819,200 10,701,600 10,701,600

給水実績    (㎥/年) 10,701,600 10,731,000 10,819,200 10,701,600 10,701,600

給水能力   （㎥/日） 58,800 58,800 58,800 58,800 58,800

最大使用水量  (㎥/日) 32,949 42,337 32,748 37,171 33,717

平均使用水量  (㎥/日) 29,400 29,400 29,400 29,400 29,400

料金収入  (千円/年) 1,122,962 1,124,109 1,113,892 1,108,850 1,108,850

使用水量    (㎥/年) 23,834,454 23,172,443 21,537,236 21,444,209 21,524,445

給水実績    (㎥/年) 23,759,353 23,095,096 21,467,305 21,374,999 21,455,033

給水能力    (㎥/日） 138,150 138,150 139,850 139,850 139,850

最大使用水量  (㎥/日) 77,527 73,288 70,796 74,865 72,165

平均使用水量  (㎥/日) 65,479 63,486 58,525 58,913 59,133

料金収入  (千円/年) 2,703,390 2,677,571 2,163,943 2,145,320 2,148,449

使用水量    (㎥/年) 76,455,341 72,889,554 71,875,658 72,137,606 74,547,341

給水実績    (㎥/年) 76,128,799 72,573,898 71,538,484 71,780,705 74,221,581

給水能力    (㎥/日） 427,666 427,666 429,366 429,366 429,366

最大使用水量  (㎥/日) - - - - -

平均使用水量  (㎥/日) 210,042 199,697 195,314 198,180 204,800

料金収入  (千円/年) 9,446,800 9,307,735 8,036,844 8,006,015 8,099,994

（注） 料金収入は消費税抜き、使用水量は料金収入（使用料金）の算定水量（有収水量）

平成２７年４月より大台町への給水開始（南勢志摩水道用水供給事業）

長良川
水 系

中

勢

系

雲出川
水 系

長良川
水 系

南勢志摩水道
用水供給事業

合 計

事業名

北
中
勢
水
道
用
水
供
給
事
業

北

勢

系

木曽川
用水系

三 重
用水系
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昭和
51～52
年度

昭和
53～54
年度

昭和
55～59
年度

昭和60
～

平成元
年度

平成
2
年度

平成
3～6
年度

平成
7～8
年度

平成
9
年度

平成
10～11
年度

平成
12
年度

平成
13～14
年度

平成
15～16
年度

平成
17～20
年度

平成
21
年度

平成
22
年度

平成
23～26
年度

平成
27～31
年度

基本料金 800 890 990 1,070 1,030 1,030 1,020 1,020 1,020 1,020 1,020 1,020 680 680 670 670 700

使用料金 40 40 42 36 36 36 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

超過料金 190 190 190 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 － － － － － 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 2,930 2,930 1,710

使用料金 － － － － － 75 75 75 75 75 75 75 65 65 39 39 39

超過料金 － － － － － 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 － － － － － － － － － － 1,400 1,400 1,400
(3,130)
1,400

(3,130)
1,400

(2,750)
2,560

(2,490)
2,300

使用料金 － － － － － － － － － － 39 39 39 39 39 39 39

超過料金 － － － － － － － － － － 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 390 390 390 410 400 400
(800)
380

(800)
380

380 380 380 380 470 470 1,000 1,000 980

使用料金 30 30 33 36 36 36 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

超過料金 138 138 138 138 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 － － － － － － － － 2,060 2,060 2,060 2,060 2,030 2,030 1,000 1,000 980

使用料金 － － － － － － － － 60 60 60 60 39 39 39 39 39

超過料金 － － － － － － － － 180 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 － － － 1,800 1,770 1,770 1,460 1,460 1,460 1,320 1,320 1,320 1,290 1,290 1,070 1,070 780

使用料金 － － － 60 60 60 60 60 60 60 60 60 39 39 39 39 39

超過料金 － － － 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 780 780 780 1,040 1,270 1,270 1,520 1,850 1,850 1,740 1,740 1,320 1,290 1,290 1,070 － －

使用料金 40 40 44 36 36 36 39 39 39 39 39 60 39 39 39 － －

超過料金 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 － －

基本料金 － － － － － － － － － － － － － 1,600 － － －

使用料金 － － － － － － － － － － － － － 65 － － －

超過料金 － － － － － － － － － － － － － 180 － － －

長
良
川
水
系

北

中

勢

水

道

基本料金：基本水量1㎥あたり月額。 使用料金：使用水量1㎥あたり。 超過料金：超過水量1㎥あたり。

※２ 中勢系雲出川水系の（ ）内は拡張（暫定）分に係る水道料金。
※１ 北勢系長良川水系の（ ）内は亀山市の区域に係る水道料金。

※４ 伊賀水道については、平成22年4月に伊賀市へ譲渡。
※３ 南勢志摩水道（志摩系）については、平成23年4月に志摩市へ譲渡。

伊
賀
水
道

南
勢
志
摩
水
道

志

摩

系

南

勢

系

事業別

中

勢

系

雲
出
川
水
系

長
良
川
水
系

北

勢

系

木
曽
川
用
水
系

三
重
用
水
系

② 水道料金の推移
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（確保水源）                            （平成３０年４月１日現在） 

 
 
（２）料金 

  本県では、基本料金と使用料金からなる二部料金制を採用しています。 
  「基本料金」は、基本使用水量（契約水量）に基本料金単価（円／㎥）を乗じて得た金額で

あり、「使用料金」は、使用水量（基本使用水量から休止水量を減じて得た水量）に使用料金単
価（円／㎥）を乗じて得た金額です。また、使用水量を超えて受水した場合には、超過料金を
いただいています。 

  なお、季節的に使用量が少ない時期等には、休止水量を申し出ていただくことにより（５月、
１１月）、その分の使用料金を減額しています。 

 

 
 
（３）水質            

水質実績表（平成２９年度平均） 

 

（注）

三 重 用 水 4,800

515,000

（仮称）

008,915計

（注）計画給水量については、事業予定計画水量。

長良川河 口堰 関連

工 業 用 水 道 事 業 （長良川河口堰）

約266.3億円

事 業 名 備 考事 業 費工 期
計画給水量

(ｍ
3
/日)

（三重用水）

約30.1億円
鈴鹿工業用水道事業

水源施設は完了

（水資源機構管理)

水源施設は完了

（水資源機構管理)

水 源計画給水区域

（三重用水）

昭和39年度

～

平成４年度

（長良川河口堰）

昭和43年度

～

平成６年度

四 日 市 市

鈴 鹿 市

北 勢 地 域
長 良 川
(長良 川 河 口堰)

基本料金（円／ｍ3） 使用料金（円／ｍ3） 超過料金（円／ｍ3）

北伊勢工業用水道 事業 1 4. 5 4. 0 3 7. 0

中伊勢工業用水道 事業 2 7. 4 2. 0 5 8. 8

松 阪 工 業 用 水 道 事 業 1 4. 9 1. 1 3 2. 0

事 業 名

料金単価表

沢地
浄水場

伊坂
浄水場

山村
浄水場

水温 － － 16.7 15.0 16.7 16.4 16.8

濁度 10度以下 20度以下 2.0 1.7 2.3 0.1未満 0.1

ｐＨ 6.5以上8.0以下 同左 7.5 7.4 7.4 7.1 7.2

酸消費量(アルカリ度) 75mg／ｌ以下 同左 30.7 19.6 19.2 38.4 36.1

全硬度 120mg／ｌ以下 同左 33 23 23 44 41

全蒸発残留物 250mg／ｌ以下 同左 69 55 63 99 82

塩化物イオン 20mg／ｌ以下 80mg／ｌ以下 6.0 4.3 4.4 6.7 4.4

鉄 0.3mg／ｌ以下 同左 0.12 0.10 0.10 0.02 0.05

マンガン 0.2mg／ｌ以下 同左 0.020 0.014 0.009 0.014 0.007

 工業用水道の水質は、法令上の基準が無く、三重県では独自に供給の目安となる水質標準値を定めています。
 平成２９年度実績は、三重県の水質標準値をすべてクリアしています。

検査項目
三重県企業庁の

水質標準値

北伊勢工業用水道
中伊勢

工業用水道
松阪

工業用水道

工業用水道の
供給標準値
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 気 の概  
 

（１）事業経緯 

三重県の電気事業は、昭和２７年に電気事業許可を受け、宮川総合開発事業の一環として始

まり、オイルショック後の石油代替エネルギーの確保や地球温暖化防止への寄与など、その時

代時代において公営電気事業に求められた使命により、発電所を建設してきました。 

昭和２９年に長発電所を建設して以降、宮川第一、宮川第二、宮川第三、三瀬谷、青蓮寺、

大和谷、蓮、青田、比奈知の計１０箇所の水力発電所を建設し、地球温暖化防止のためのクリ

ーンエネルギーとして大きな役割を果たすとともに、産業振興をはじめ地域の発展に貢献して

きました。 

また、平成１４年１２月からは、資源循環型社会の構築を図るとともに、未利用エネルギー

の有効活用を促進するためのモデル事業として、ＲＤＦ焼却・発電事業を企業庁で行ってきま

した。 

平成１８年３月に県議会から知事へ「三重県企業庁事業の民営化に向けた提言」があり、平

成１９年２月に知事から示された「企業庁のあり方に関する基本的方向について」において、

水力発電事業については民間譲渡が最初の選択肢と判断されました。このことを受けて、水力

発電事業の民間譲渡を重点的な取組の一つに掲げた「長期経営ビジョン」を平成１９年１１月

に策定し、水力発電事業の民間譲渡を推進しました。 

譲渡先については、水力発電やダム管理の技術、運営実績などを考慮し、中部電力（株）と

の交渉を進めた結果、平成２３年８月に譲渡に係る基本合意を締結し、平成２５年４月１日に

青蓮寺と比奈知の２発電所を、平成２６年４月１日に宮川第一、宮川第二及び蓮の３発電所を、

平成２７年４月１日に長、宮川第三、三瀬谷、大和谷及び青田の５発電所を譲渡し、すべての

水力発電所の譲渡が完了しました。 

これにより水力発電事業は平成２６年度末をもって廃止し、平成２７年度からはＲＤＦ焼

却・発電事業を主体として事業運営を行っています。 

ＲＤＦ焼却・発電事業の事業期間は平成２８年度末までとしていましたが、事業に参画する

市町及び三重県で構成する三重県ＲＤＦ運営協議会で協議を行い、平成３２年度末までとして

います。 

 

（２）ＲＤＦ焼却・発電事業 

 ①事業概要  

ＲＤＦ焼却・発電事業は、市町等で単に焼却処理されていた「ごみ」を「ＲＤＦ化」するこ

とで、有効な熱エネルギーとして活用（サーマルリサイクル）することを目指したものです。 

現在、桑名広域清掃事業組合、香肌奥伊勢資源化広域連合、南牟婁清掃施設組合、伊賀市及

び紀北町の５団体（１２市町）が、ＲＤＦ化施設を整備しＲＤＦを製造しています。 
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                 市 町 等                        三重ごみ固形燃料発電所 
              

  分別収集 
(可燃ごみ) 

 ごみ固形燃料 
(ＲＤＦ)化施設 

  
焼却

熱発生 高効率 
発電 

 

   
  不

燃

物 
 

金

属

類

    灰   
 

  
  
  リサイクル  リサイクル等   リサイクル  余剰電力の売却

   
 

 

 

（RDF 焼却・発電施設） 

施  設  名 設 置 場 所 ＲＤＦ処理能力 最 大 出 力 年間発電電力量 

三重ごみ固形燃料 

発電所 
桑名市多度町力尾 

(トン/日)

240 

(kW) 

12,050 

(kWh)

約 7,000 万 

  

  RDF化12市町 ：桑名広域清掃事業組合（桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町） 

           香肌奥伊勢資源化広域連合（多気町、大台町、大紀町） 

           南牟婁清掃施設組合（熊野市、御浜町、紀宝町） 
           伊賀市、紀北町 
   RDF：Refuse Derived Fuel（ごみからつくられた燃料） 

 
 ②ＲＤＦ受入量等の推移 

項 目 供給先 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度

Ｒ Ｄ Ｆ 受 入 量    (トン) 48,808 46,513 45,256 45,692 45,974

発 電 電 力 量     (kWh/年) 67,725,200 63,611,100 63,006,500 62,866,600 63,867,800

供 給 電 力 量 

(kWh/年) 

電気事業者  ※ 42,773,549 40,288,570 39,716,418 39,575,802 40,518,268

桑名広域清掃事業組合 10,761,000 10,011,900 10,065,200 9,863,500 9,575,900

合  計 53,534,549 50,300,470 49,781,618 49,439,302 50,094,168

電 力 料 収 入    （千円） 958,348 987,323 884,192 728,160 681,290

（注）電力料収入は消費税相当額抜き 

※  平成25～27年度は丸紅(株)、平成28年度は(株)エネット、平成29年度は丸紅新電力(株) 
 







 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

  

 
  

 

  
 

   

  

  
  

 

   

 

 

 

  

 
 

 

  

   

  

 
 

 

 

  

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

  

  

  

  



41

〇水道用水供給事業（平成２９年３月策定時） 

第３章 各事業の現状と課題 第４章 事業別の展開 

【現状】 

（事業の概要） 

・北中勢及び南勢志摩水道用水供給事業の２事業を運営 

・県内 29市町のうち 18市町に水道用水を供給 

・給水能力は日量 429,366 ㎥で、県全体の水道使用量の約

28％を供給 

（給水量・料金の状況） 

・給水量実績は減少傾向で推移 

・施設利用率は全体で約 46％ 

・内部留保資金を活用して支払利息を軽減することなどで

料金を低減化 

・給水原価は、全国平均と比較すると高い状態 

（施設管理・整備の状況） 

・効率的な施設管理のため、浄水場の運転を遠方監視制御

するとともに、浄水場に職員を配置したうえで運転監視

等の業務を個別に民間委託 

・浄水場等の主要施設や水管橋の耐震化を推進 

（水質管理の状況） 

・水質管理情報センターへ水質担当職員を集約し、水質管

理や調査・研究の体制を強化 

（財務の状況） 

・損益は黒字基調で、平成 27年度末の累積欠損金なし 

・計画的な施設改良を実施する一方で、高金利企業債等の

繰上償還により長期債務残高が減少 

・自己資金を堅実に確保し、経営の健全性を確保 

【今後の見通しと課題】 

・県民の水道に対する様々なニーズや改定された水質基準

への的確な対応 

・南海トラフ地震などの発生が予想される中で、大規模地

震への備えや設備の老朽化に伴う更新需要への対応 

・人口減少に伴う水需要が減少する一方、施設の改良・更新

に係る費用の増大が見込まれる中での健全な事業運営の

持続

標指果成組取たけ向に成達標目営経標目営経

ア 安全でおいしい水の供給 

（ア）適切な水質管理 

・水源から市町受水地点までの水質を的確に把握し

水質試験結果を浄水処理工程にフィードバックし

てきめ細かな浄水処理を実施 

現状値

H28 

目標値

H38 

・水質基準適合率（％） 100 100 

・総トリハロメタンの管

 理目標値達成度（％）
100 100 

・カビ臭物質※の管理目 

 標値達成度（％） 
 ※ジェオスミンと 2-MIBの

  2項目 

100 100 

・臭気強度の管理目標値

 達成度（％） 
100 100 

（イ）水質管理の強化 

  （管理目標値の設定） 

・県民の水道に対するニーズに対応し、「安全性」、

「味やにおい」の観点から総トリハロメタン、カ

ビ臭物質などについて、国の水質基準等より高い

レベルの管理目標値を設定し、水質管理を強化 

（ウ）浄水処理施設の機能強化

・水源水質の変動による一時的な異臭味の発生時や

水源の水質事故発生時の対策として、活性炭処理

設備を整備することで浄水処理機能を強化 

・平成 27 年度に改定された水質基準への対応とし

て、大里浄水場に凝集沈澱池を整備 

イ 強靭な水道の構築 

（ア）耐震化 

・浄水場については、東日本大震災後に公表された

南海トラフ地震の波形も踏まえた耐震詳細診断結

果に基づき、計画的に耐震化 

・耐震性を有しない管路のうち、特に液状化が想定

される地域に埋設されているなど被害率の高い管

路を優先して耐震管に布設替え 

現状値

H28 

目標値

H38 

・浄水場の耐震化率（％） 10.2 51.0

・管路の耐震適合率（％） 62.1 67.7

・設備の更新率（％） - 100 

・給水障害発生件数（件） 0 0 

（イ）老朽化対策 
・電気・機械設備については、定期的な点検整備や

劣化診断に取り組みつつ、効率的・効果的に更新 

（ウ）施設の長寿命化 

・適切な保守点検を行うとともに、安全性や経済性

を踏まえつつ、損傷が軽微である早期段階で予防

的な修繕等を実施していくことで機能の保持・回

復を図る「予防保全型維持管理」を推進 

ウ 健全な事業運営の持続 

（ア）アセットマネジメントに

よる適正な資産管理 

・施設・財政の両面で健全な水道を次世代に引き継

ぐため、アセットマネジメント手法による中長期

的な視点を持った資産管理を実践 

現状値 

H28 

目標値 

H38 

・給水原価（円／㎥） 110.4＊ 115.0 

・経常収支比率（％） 102.3＊ 100以上

＊給水原価、経常収支比率の現状値は H27 実績値

（イ）施設規模の適正化 
・施設更新にあたっては、水需要に応じた合理的な

施設規模や配置等により再構築 

（ウ）広域連携 

・受水市町等と検討体制を構築し、人材育成に関す

る連携や施設の共同化等、事業統合に限らず将来

の合理的な運営方法などを検討 

（エ）料金制度の最適化 

・県が供給する水道用水の利用促進につながる使用

料金の設定、超過料金の廃止など、料金体系の見

直しについて検討 

（オ）官民連携 

・更なる効率的な事業運営と民間活力の導入をめざ

し、民間委託の契約期間の長期設定や、性能評価

発注などによる民間企業のノウハウ及び最新技術

の活用 

投資・財政計画（収支計画） 

           （単位：百万円） 

（注） 

・収益的収支は税抜き、資本的収支は税込みの金額です。 

・端数処理のため合計が合わない場合があります。 

・確保水源に係る経費を含んでいます。 

・１０年間の建設改良費は約４４１億円です。

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

8,847 8,807 8,798 8,780 8,786 8,784 8,782 8,777 8,766 8,743 

8,813 8,694 8,638 8,475 8,415 8,453 8,478 8,505 8,532 8,510 

34 113 160 305 371 331 304 272 234 233 

1,031 1,435 2,004 2,743 3,679 2,684 2,212 3,165 52 52 

6,226 5,364 6,803 8,377 6,531 6,559 6,271 7,404 4,147 4,710 
うち建設改良費 3,230 2,989 4,579 6,475 4,695 4,745 4,608 5,914 3,026 3,801 

△5,195 △3,929 △4,799 △5,634 △2,852 △3,875 △4,059 △4,239 △4,095 △4,658 

19,288 16,913 14,689 12,788 12,495 12,042 11,475 12,391 11,271 10,361 

9,700 9,558 8,715 7,216 8,411 8,602 8,615 8,561 8,460 7,863 

企業債残高

内部留保資金

費  用

純損益

資本的
収 支

収  入

支  出

資本的収支差

区分

収益的
収 支

収  益
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〇工業用水道事業 （平成２９年３月策定時）

第３章 各事業の現状と課題 第４章 事業別の展開 

【現状】 

（事業の概要） 

・北伊勢、中伊勢及び松阪工業用水道事業の３事業を運営 

・平成 28年度当初で県内 93社 106工場に工業用水を供給 

・最大給水能力は日量 911,500 ㎥で、県全体の工業用水需

要量の約６割を供給 

（給水量・料金の状況） 

・給水量実績は減少傾向で推移 

・平成 28年度当初の契約率は、北伊勢 86％、中伊勢 60％、

松阪 100％ 

・経済情勢の変化などにより、実際に使用する水量と契約

水量が乖離 

・内部留保資金を活用して支払利息を軽減することなどで

料金を低減化 

（施設管理・整備の状況） 

・効率的な施設管理のため、浄水場の運転を遠方監視制御

するとともに、その業務を民間委託し、平成 21年度から

は浄水場等の技術管理業務の包括的な民間委託を導入 

・浄水場等の主要施設や水管橋の耐震化を推進 

・取水困難な水源を廃止するなど施設規模を適正化 

（財務の状況） 

・損益は黒字基調で、平成 27年度末の累積欠損金なし 

・計画的な施設改良を実施する一方で、高金利企業債等の

繰上償還により長期債務残高が減少 

・自己資金を堅実に確保し、経営の健全性を確保 

【今後の見通しと課題】 

・南海トラフ地震などの発生が予想される中で、大規模地

震への備えや施設の老朽化に伴う更新需要への対応 

・施設の改良・更新に係る費用の増大が見込まれる中での健

全な事業運営の持続

標指果成組取たけ向に成達標目営経標目営経

ア 強靭な工業用水道の構築 

（ア）耐震化 

・南海トラフ地震などの大規模地震による被害を最

小限に抑えるよう、山村浄水場、伊坂浄水場及び

水管橋を耐震化 

・老朽化対策として実施する管路更新にあわせて管

路を耐震化 

現状値

H28 

目標値

H38 

・浄水場の耐震化率 

 （％） 
28.0 100 

・制水弁の更新率 

 （％） 
- 100 

・管路の耐震適合率 

 （％） 
60.6 66.9 

・設備の更新率（％） - 100 

・給水障害発生件数 

 （件） 
1 0 

（イ）老朽化対策 

・漏水などの事故時においてもユーザーへ大きな影

響を与えないよう、配水運用において重要な箇所

にある制水弁を優先して取替え 

・老朽化した管路のうち重要度の高い主要幹線など

を中心に更新 

（ウ）施設の長寿命化 

・適切な保守点検を行うとともに、安全性や経済性

を踏まえつつ、損傷が軽微である早期段階で予防

的な修繕等を実施していくことで機能の保持・回

復を図る「予防保全型維持管理」を推進 

イ 健全な事業運営の持続 

（ア）的確な水需要の予測 

・既存ユーザーに対し定期的にアンケートを実施し

今後の水需要を的確に予測 

・予測した水需要は、施設改良計画などに反映 

現状値 

H28 

目標値 

H38 

・給水原価（円／㎥） 30.1＊ 35.4 

・年間給水量（百万㎥） 203＊ 213 

・経常収支比率（％） 109.3＊
100 

以上 

＊給水原価、年間給水量、経常収支比率の現状値は 

  H27 実績値 

（イ）アセットマネジメント 

による適正な資産管理 

・将来にわたって施設・財政の両面で健全で持続可

能な工業用水道を実現するため、アセットマネジ

メント手法による中長期的な視点を持った資産管

理を実践 

（ウ）施設規模の適正化 
・渇水などの危機管理への対応なども考慮のうえ、

総合的に必要な施設規模を検討 

（エ）料金制度の最適化 

・ユーザーとの意見交換を行いながら健全かつ安定

した事業運営を確保したうえでの新しい料金の仕

組みについて検討 

（オ）官民連携 

・浄水場等の技術管理業務の包括的な委託について、

導入効果を検証しながら委託期間や委託内容の拡

充などを検討 

投資・財政計画（収支計画） 

           （単位：百万円） 

（注） 

・収益的収支は税抜き、資本的収支は税込みの金額です。 

・端数処理のため合計が合わない場合があります。 

・確保水源に係る経費を含んでいます。 

・１０年間の建設改良費は約４７５億円です。

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

5,641 5,617 5,751 5,800 6,109 6,101 6,094 6,087 6,082 6,103 

5,610 5,616 5,747 5,779 6,082 6,081 6,056 6,063 6,074 6,067 

31 1 4 21 27 20 38 24 8 36 

3,407 4,116 5,826 4,765 2,458 2,565 1,820 2,278 1,584 1,651 

7,306 7,219 8,415 7,423 5,102 5,283 4,546 5,067 4,313 4,398 
うち建設改良費 5,201 5,953 7,168 6,322 4,079 4,364 3,633 4,141 3,333 3,354 

△3,899 △3,103 △2,589 △2,658 △2,644 △2,718 △2,726 △2,789 △2,729 △2,747 

12,824 15,221 19,165 22,241 23,202 24,374 24,841 25,717 25,889 26,074 

6,806 6,240 6,386 6,492 6,633 6,763 6,897 7,043 7,183 7,314 

費  用

純損益

収  入

支  出

区分

収益的
収 支

収  益

資本的収支差

資本的
収 支

内部留保資金

企業債残高
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〇電気事業（平成２９年３月策定時） 

第３章 各事業の現状と課題 第４章 事業別の展開 

【現状】 

（事業の概要） 

・水力発電事業は民間譲渡し、ＲＤＦ焼却・発電事業を主

体とした電気事業を運営 

・ＲＤＦ焼却・発電事業の事業期間は平成 32年度末まで 

・県内５団体（12市町）で製造されたＲＤＦを燃料として、

発電した電力を桑名広域清掃事業組合及び電気事業者へ

供給 

・三重ごみ固形燃料発電所の処理能力は日量 240 トン、発

電出力は 12,050kW 

（ＲＤＦ受入量・供給電力量の状況） 

・ＲＤＦ受入量は年間４万５千トン程度 

・供給電力量は年間約５万 MWh 

（施設管理の状況） 

・ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故後に維持管理体制を見直し、施設

の総点検及び改修を行うとともに危機管理マニュアル等

を整備 

・新たな貯蔵施設を整備し、安全の確保に万全を期した運

転管理を実施 

（財務の状況） 

・損益は、ＲＤＦ焼却・発電事業の開始から赤字が続いて

いたが、処理委託料の改定や再生可能エネルギー固定価

格買取制度の適用などにより、平成 24年度から黒字化 

【今後の見通しと課題】 

・平成 32年度末までの事業期間において、引き続き三重ご

み固形燃料発電所の安全で安定的な運転を最優先にした

事業運営 

・ＲＤＦ焼却・発電事業を円滑に終了し、あわせて電気事業

を清算

標指果成組取たけ向に成達標目営経標目営経

ア 三重ごみ固形燃料発電所 

の安全・安定運転 

（ア）安全・安定運転の取組 

・ＲＤＦ製造団体等の関係者と連携し、ＲＤＦの品

質管理の徹底とＲＤＦ焼却・発電施設及び貯蔵施

設の安全・安定な管理 

・地元住民の方々との信頼関係を確保しながら確実

に安全・安定運転 

現状値

H28 

目標値

H32 

・ＲＤＦ外部処理委託量

 （ｔ） 
0 0 

・電気事故件数（件） 0 0 

（イ）ＲＤＦ焼却・発電事業 

の終了への対応 

・平成 32年度末のＲＤＦ焼却・発電事業の終了に伴

う課題を整理し、関係市町及び関係部局と十分な

協議を行い、円滑に事業を終了 

・事業終了後に、関係部局と連携し事業を総括 

（ウ）電気事業の清算及び 

財産の引継ぎ 

・施設撤去などの残務処理、電気事業会計の清算及

び財産の引継ぎについて関係部局と協議 

投資・財政計画（収支計画） 

           （単位：百万円） 

（注） 

・収益的収支は税抜き、資本的収支は税込みの金額です。 

・端数処理のため合計が合わない場合があります。 

H29 H30 H31 H32

1,362 1,223 1,234 839 

2,417 2,199 2,194 1,868 

△1,055 △977 △960 △1,029 

500 500 500 400 

-  -  -  -  

500 500 500 400 

-  -  -  -  

8,648 8,068 7,674 7,052 

企業債残高

内部留保資金

資本的
収 支

収  入

支  出

資本的収支差

費  用

純損益

区分

収益的
収 支

収  益
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電気事業関係

平成16年
発電所の試運転等を開始

水内管所務事道水勢北・月4
道２浄水場と工水４浄水
場の計６浄水場を同事務
所から遠方監視制御運転
開始

・北勢水道事務所管内水
道２浄水場と工水４浄水
場の計６浄水場を同事務
所から遠方監視制御運転
開始

・企業総務室、経営管理
室、都市用水室、電気事
業室、特定事業室に改変

9月
発電所の運転再開
・台風２１号の影響による
集中豪雨により、県内全
ての発電所を遠方監視制
御している三瀬谷発電所
等が被災したため、10ヶ
所全ての発電所が運転停
止

理管営経、室務総業企・定改金料・・料金改定（水力）月4年71成平
室、水道事業室、工業用
水道事業室、電気事業室
に改変

定改金料・月4年81成平

6月
等に係る損害賠償額の支
払いを求める訴えの提起

平成19年

11月 ・「長期経営ビジョン」、
「中期経営計画」を策定

平成20年
事による主要設備更新に
伴い、最大出力を改定
・長発電所の災害復旧を
最後に、10ヶ所全ての発
電所が営業運転を再開

平成21年
譲受に関する確認書」を
中部電力㈱と締結

4月
工水４浄水場にかかる技
術管理業務の包括的な民
間委託を開始

・伊賀水道用水供給事業
の給水を開始

・企業総務室、財務管理
室、水道事業室、工業用
水道事業室、電気事業室
に改変

事給供水用道水勢中北・月7
業（北勢系、長良川水系）
の一部（亀山市）給水を
開始

平成22年 ・料金改定

業事道水用業工勢伊南・月3
を廃止

業事給供水用道水賀伊・・料金改定（水力）月4
を伊賀市へ譲渡
・料金改定

平成23年
電事業の譲渡・譲受に向
けての確認書」を中部電
力㈱と締結

・三重県企業庁第２次中
期経営計画（平成23年～
平成26年度）を策定

給供水用道水摩志勢南・・料金改定（水力）月4
事業の一部を志摩市へ譲
渡
・北中勢水道用水供給事
業（北勢系、長良川水系）
の全部給水を開始
・南勢水道拡張事業の建
設に着手

8月
に係る資産等の譲渡・譲
受に関する基本的事項の
合意書」を中部電力㈱と
締結

9月
青田発電所が運転停止

・宮川ダム維持放流発電
開始

年 月 参考事項組織、その他事業関係水道事業関係工業用水道事業関係

・三重ごみ固形燃料（RDF)3月

・三重ごみ固形燃料（RDF)

・ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故

・料金改定（水力）4月

・長発電所の災害復旧工4月

・「水力発電事業の譲渡・3月

・北勢水道事務所管内の・料金改定（水力）

1月

・「三重県企業庁水力発3月

・「三重県水力発電事業

・紀伊半島大水害により、
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電気事業関係

理管務財、課務総業企・・料金改定（水力）月4年42成平
課、水道事業課、工業用
水道事業課、電気事業課
に改変

７月 ・「青田発電所の譲渡日
の変更に関する合意書」
を中部電力㈱と締結

9月
法に関する確認書」を中
部電力㈱と締結

・「譲渡対価の支払い方

平成25年
比奈知発電所に係る資産
等の譲渡・譲受に関する
契約書」を中部電力㈱と
締結

・「青蓮寺発電所および2月

・ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故
等に係る損害賠償請求訴
訟の判決言渡し

・ＲＤＦ運営協議会から
松阪市が脱退

・ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故
等に係る損害賠償請求訴
訟の判決の確定

を業事道水用業工度多・月4年82成平
廃止

・三重用水の一部水源を2月年92成平
北伊勢工業用水道事業に
水源化

定改金料・月4年03成平

年 月 参考事項組織、その他事業関係水道事業関係工業用水道事業関係

10月
発電所のＦＩＴ法認定取得
三重ごみ固形燃料（ＲＤＦ）

4月
・青蓮寺発電所および比
奈知発電所を中部電力㈱
に譲渡

・料金改定・料金改定（水力）

平成26年
川第二発電所および蓮発
電所に係る資産等の譲渡・
譲受に関する契約書」を
中部電力㈱と締結

・「宮川第一発電所、宮2月

3月
志摩市が脱退
・ＲＤＦ運営協議会から

・平成26年4月
－消費税率を5%から8%に

4月
・宮川第一発電所、宮川
第二発電所及び蓮発電所
を中部電力㈱に譲渡

・料金改定（水力）

平成27年
発電所、三瀬谷発電所、
大和谷発電所および青田
発電所に係る資産等の譲
渡・譲受に関する契約書」
を中部電力㈱と締結

・三重県企業庁第３次中
期経営計画（平成27年～
平成28年度）を策定

・「長発電所、宮川第三3月

4月
電所、三瀬谷発電所、大
和谷発電所および青田発
電所を中部電力㈱に譲渡
・水力発電事業を廃止

・料金改定
・南勢志摩水道用水供給
事業の大台町への給水を
開始

・長発電所、宮川第三発

平成29年 ・三重県企業庁経営計画
（平成29年～平成38年度）
を策定

3月










